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権憲章と、欧州連合に関する条約 (EU 条約) 6 条 3 項により EU 法の一
般原則としての地位を有する欧州人権条約との並存である。それは同時に、
欧州司法裁判所と欧州人権裁判所という二つの国際裁判所が人権分野にお
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Actorʼ, American Journal of International Law, Vol. 105, 2011, pp. 649-693.
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いて並存しているということでもある。
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り、今一つはEC/EUとしての欧州人権条約への加入である。
前者のアプローチは 2000 年に基本権憲章として結実した。但し当初は














であるが、それは 2004 年に採択された第 14議定書による改正 (2010 年 6
月 1日発効) で、条約 59 条 2 項として EU が加入できる旨の規定が挿入




条約に書き込まれ、EU運営条約 218 条 6 項は加入に関する協定の採択手




( 6 ) ｢連合の人権及び基本的自由の保護に関する欧州条約への加入に関する欧州連合条約 6
条 2 項に関する第 8議定書」2 条は、EU の欧州人権条約加入に関する協定は EU の管轄
又はその機関の権限に影響を与えないことを確保しなければならないと規定している。
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るべき旨を規定し、それは基本的に現行 EU条約 6条 3 項に引き継がれて











( 8 ) Court of Justice of the European Union, Press Release no. 180/14, 18 December 2014.
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the citizens, 2 December 2009, Official Journal C115/1, para. 6. 2. 1.
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の態度は、既述の基本権憲章 52 条 3 項によって成文上の裏付けを得てい
(15) Ibid., paras. 11-19. それを受けてEmesa社はオランダ政府を相手取り欧州人権裁判所に
申立を提起した。欧州人権裁判所は本件が税法上の争訟事件であることから、欧州人権条
約 6 条 1 項の適用対象たる「民事上の権利義務の決定」「刑事上の罪の決定」のいずれの
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January 2005.
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論 ――クレス判決――」戸波江二他 (編)『ヨーロッパ人権裁判所の判例』信山社
(2008 年) 281-285頁。















2 共通欧州庇護システム (CEAS) の展開と基本権憲章、欧州司
法裁判所
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程の第 1期とされた 2000 年から 2005 年の期間に進められた法整備の結果、
受入指令 (2003 年
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)、ダブリン条約に代わるダブリン II 規則 (2003 年
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)、
資格指令 (2004 年 4月
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法律時報 86 巻 11 号 29-34頁、Francesco Cherubini, Asylum Law in the European Union,
Routledge, 2015.
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2000 年に成立した基本権憲章は 18 条において「庇護権は難民の地位に
























Kingdom, 15 November 1996, Reports of Judgments and Decisions 1996-V.↘
(27) これは庇護権という文言を伴っているとはいえ、庇護を求める個人の権利を規定したも
のではなく、実質的にはノン・ルフールマンの保障を核としていると解釈されている。




(EC条約 68 条 1 項) が、それは撤廃された。Francesca Ippolito & Samantha Velluti, ʻThe
Relationship between the CJEU and the ECtHR : the Case of Asylumʼ, K. Dzehtsiarou, T.
Konstadinides, T. Lock & N. OʼMeara (eds.), Human Rights Law in Europe, Routledge,


























が主な論点となったものである。資格指令 15 条 (c) は、補完的保護資格
の要素としての重大な侵害の一つとして「国際的又は非国際的武力紛争の
状況における無差別の暴力を理由とする文民の生命又は身体に対する重大
(29) Meki Elgafaji and Noor Elgafaji v. Staatssecretaris van Justitie, 17 February 2009,
C-465/07.








は、資格指令 15 条 (b) であり、15 条 (c) は内容を異にしている
(30)
。
15 条 (b) が「出身国における申請者の拷問又は非人道的又は品位を傷
つける取扱い又は刑罰」という特定されたかたちで「重大な侵害」を規定



















一般的状況として危険が存在することだけでは 15 条 (c) 所定の要件が特
(30) Ibid., para. 28.
(31) Ibid., para. 33.
























この事件で欧州司法裁判所は、資格指令 15 条 (c) の解釈として、EU
法の関連規定が庇護申請者について欧州人権条約 3条よりも広い保護を提
供していることを示したといっていいだろう。裁判所はオランダ裁判所と





Elgafaji 事件判決の前年、2008 年に人権裁判所は NA. 対英国事件
(35)
の判
(33) Ibid., para. 39.
(34) Ibid., para. 43.
(35) NA. v. the United Kingdom, 17 July 2008.
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(37) Saadi v. Italy, 28 February 2008, Reports of Judgments and Decisions 2008.




(40) Vilvarajah and Others v. the United Kingdom, 30 October 1991, Series A no. 215.










なった。例えば、以下に言及する欧州人権裁判所の Sufi and Elmi 対英国
























(42) Sufi and Elmi v. the United Kingdom, 28 June 2011, para. 221.
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(45) Ibid., para. 223.
(46) Regulation (EU) No 604/2013 of the European Parliament and of the Council of 26 June
2013 establishing the criteria and mechanisms for determining the Member State
responsible for examining an application for international protection lodged in one of the
Member States by a third-country national or a stateless person (recast),Official Journal L




























TI と K. R. S. の両決定は少なくともニュアンスを異にする
(50)
。前者では
(47) T. I. v. the United Kingdom, 7March 2000, Reports of Judgments and Decisions 2000-III.
詳しくは戸田五郎「非国家主体による迫害と難民の保護」浅田正彦 (編)『二十一世紀国
際法の課題』有信堂 (2006 年) 171-196頁。
(48) K. R. S. v. the United Kingdom, 2 December 2008.
(49) 例えば、UNHCR, UNHCR Position on the Return of Asylum-Seekers to Greece under
the “Dublin Regulation”, 15 April 2008, http : //www.unhcr.org/482199802.pdf, (最終閲
覧：2016 年 9月 19日) では、受入条件等の問題によりギリシャへの移送を差し控えるこ
とが勧告されている。ギリシャは 2008 年に法改正を行ったが、UNHCR としてなお問題
ありとの姿勢は継続している。UNHCR, Press Release No. 32/09, 17 July 2009.
(50) T. I. と比較して K. R. S. を批判する論調として、Cathryn Costello, ʻCourting Access to
Asylum in Europe : Recent Supranational Jurisprudence Exploredʼ, Human Rights Law




























M. S. S. 判決への欧州司法裁判所からの応答と位置づけることができる
のが N. S./M. E. 事件判決である。この事件は、ダブリンシステムに基づ
き庇護申請者の審査責任国たるギリシャへの移送を行うこととなった英国
とアイルランドの裁判所が、審査責任国でない国の自発的な責任引受けに
(51) M. S. S. v. Belgium and Greece, 21 January 2011 [GC].




ついて規定したダブリン II 規則 3 条 2 項 (「主権条項」と呼ばれる) と
EU基本権憲章 1、4、18 条、19 条 2 項及び 47 条の解釈について個別に先
行判決を求めたものである。主な諮問事項を英国のそれに沿ってまとめれ
ば以下のようになる。
(1) ダブリン II 規則 3 条 2 項に基づき同規則の下で自国が責任国とはな
らない構成国が行う、庇護申請を審査するか否かの決定は、EU運
営条約 6条及び／又は基本権憲章 51 条の目的に照らし、EU法の射
程内に入るか。






らすことになる場合、同規則 3 条 2 項に基づき審査責任を引き受け
る権限を行使する義務を負うのか。
(3) ダブリン規則の適用を受ける個人に対して EU法の一般原則及び基
本権憲章 1条、18 条、47 条により与えられる保護の範囲は、欧州人
権条約 3条の与える保護よりも広いものであるのか。
欧州司法裁判所は以下のように回答した。
(1) に関して、ダブリン II 規則 3 条 2 項によれば、その規定する裁量
により庇護申請の審査を行う旨決定した構成国は同規則上の審査責任国と
なることになっており、それ自体責任国決定のメカニズムの一部をなす。














































(3) に関して、欧州人権裁判所の K. R. S. 決定を念頭に置いて諮問され








性が反証により覆る可能性が示唆され、N. S./M. E. 判決がそれを明らか
に示すことになったが、この判旨は欧州人権裁判所が NA. 判決を経て







。M. S. S. 判決が「実質的根拠」の存在の立証に言及する
のに対し、N. S. /M. E. 判決はその存在を移送元国が「認識していないと
はいえない」ことの立証を要件としているのは、後者が反証を可能としつ
(55) 欧州人権裁判所のこの姿勢は、ダブリン事例ではないもののより最近のHirsi Jamaa 対
イタリア事件判決において更に明瞭に示されている。Hirsi Jamaa and Others v. Italy, 23







M. S. S. 判決から N. S/M. E. 判決を時系列的に見れば、N. S./M. E. 判決
を導いた英国及びアイルランド裁判所からの先行判決要請は、M. S. S. 判
決よりも前になされている。M. S. S. 以前には欧州人権裁判所の先例とい




M. S. S. 判決における画期的判断に影響を与えずにはいなかったと推測さ
れる。N. S./M. E. で先行判決が要請されたことで、EU内部でダブリンシ
ステムの運用につき動きが生じつつあるのが示されたことが最終的に、欧
州人権裁判所をM. S. S. 判決に向かわせたと考えられるからである。














(56) Costello, Op. cit., p. 330.
(57) Opinion of Advocate General Trstenjak delivered on 22 September 2011, Case C-411/10






























































(59) European Commission, Proposal for a Regulation of the European Parliament and of the
Council establishing the criteria and mechanisms for determining the Member State
responsible for examining an application for international protection lodged in one of the
Member States by a third-country national or a stateless person (recast), 4. 5. 2016, COM
(2016) 270 final.
(60) 19 条 1 項、2項、Ibid., pp. 49-50.
(61) European Parliament, Directorate General for Internal Policies, Policy Department C :
Citizensʼ Rights and Constitutional Affairs (Author : FrancescoMaiani), The Reform of the
Dublin III Regulation : Study, p. 40.






る EU の国際的保護の資格基準：重要判例を通して」国際人権 27 号 45-50頁
に接した。本稿で触れた資格指令 15 条(c)とその関連判例について、周到な分
析がなされている。
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